
 

協 定 書 （参考例） 

（目的） 

第１条 本協定は建築基準法（以下、「法」という。）第４２条に該当しない通路について、「北九州市協定道路取

扱要領」に基づき協定者の合意により必要な事項を協定し、その整備を図ることにより法第４３条第２項

第２号許可に必要な権利者の同意を得ている通路として取り扱うことを目的とする。 

 

（用語の定義） 

第２条 本協定に用いる用語の定義は、法及び次の各号に定めるもののほか「北九州市協定道路取扱要領」

に定めるところによる。 

    一  通路所有者  現況の通路及び通路からの後退部分に係る土地及び建築物の所有者 

   二  その他関係者 協定道路に接する土地の権利者等で協定に参加する者 

    三  継承者 協定者からの相続又は売買等により協定書に係る土地又は建築物の権利者等となった者 

    四  後退部分  協定者で確認した現況の通路境界線から、建て替え等の際に新たに通路となる境界線

までの範囲 

    五  通路後退線 後退部分を含む通路の境界線。 

現況の通路中心線から水平距離２ｍの線、又は現況の通路境界線から一方向４ｍ後退

した線等を協定に基づき定めたもの 

 

（協定の効果） 

第３条 本協定は、協定者の合意で通路についての権利義務に関する事項を定めた約定書である。協定した

通路は代表者が「北九州市協定道路取扱要領」に基づき特定行政庁に届け出ることにより、「北九州市

建築物の敷地と道路との関係の特例の基準」にある権利者の同意を得ている道路として取り扱うことが

できる。 

 

（協定の変更及び廃止） 

第４条 協定内容を変更する場合は協定者全員の合意を必要とし、新たな「協定書」を締結し、特定行政庁に

届け出るものとする。 

    ２  協定を廃止する場合は協定者全員の合意を必要とし、特定行政庁に「協定廃止届」を届け出るものと

する。 

 

（継承者） 

第５条  継承者には、この協定の効力が及ぶものとする。 

 

（協定する通路の位置） 

第６条 協定する通路の位置は、下記の地番とする。 

 

（協定事項）                                                                 

第７条  協定者は、法及び「北九州市建築物の敷地と道路との関係の特例の基準」を遵守するとともに、次の

各号に定める事項について協定する。 

    一  将来にわたり協定道路の維持管理に努める。 

    二  後退部分には、新たに建築物、門塀等又は敷地を造成するための擁壁を建築又は築造しない。また、

既存の建築物、門塀等又は擁壁については各敷地の建築行為（建て替え等）の際に撤去する。 

    三  後退部分は、これを分筆し、公衆用道路に地目変更を行うよう努める。 

    四  通路後退線の明示は、原則として縁石又は境界標で行う。 

    五  所有権を移転する場合は、継承者に対し、協定書の内容及びその協定が継承者に継承されることを

説明し、「協定道路継承届」を特定行政庁に届け出させる。 

    六  協定に基づき順次通路の拡幅が行われた場合、協定者の合意により法第４２条第 1 項第 5 号の指定

を受けられるように努める 

 



 

（協定に反した場合の措置） 

第８条  協定者は第７条の協定事項に反した建築物又は建築物の敷地については、当該協定者に対して文書

をもって違反行為を是正するための措置を請求することができる。 

     ２ 前項の請求があった場合、当該協定者は真摯にこれに対応しなければならないものとする。 

 

（協定書の保管） 

第９条  協定の証として本書を協定人数分作成し、各自１通保管する。 

      また、特定行政庁への届出用として 1 通作成し、提出する。 

 

  年  月  日 

（協定者） 

承諾年月日 関係土地の地番 権利者の種類 住所氏名 印 

  
土地 所有者 

建物 その他（    ） 
  

  
土地 所有者 

建物 その他（    ） 
  

  
土地 所有者 

建物 その他（    ） 
  

  
土地 所有者 

建物 その他（    ） 
  

  
土地 所有者 

建物 その他（    ） 
  

  
土地 所有者 

建物 その他（    ） 
  

  
土地 所有者 

建物 その他（    ） 
  

  
土地 所有者 

建物 その他（    ） 
  

  
土地 所有者 

建物 その他（    ） 
  

  
土地 所有者 

建物 その他（    ） 
  

 


